
項目
番号

政策大綱（初版）の
該当箇所

初版 第2版 修正理由など

1 p.9 新たに設置する組織の表 <脱原子力委員会>　　図5.2 この行を削除 脱原子力委員会は記述からも削除したため

2 p.25 図1.1 凡例の目盛りを修正、図も鮮明なものに差し替え

3 p.26、表1.1 ⑤の「原子力安全・保安院」の肩ツキの「 a) 」を削除

4 p.31　第２段落の2-3行目 うち９割が…で占められている（図1.4）。図1.5をみると、
うち９割が…で占められている。図1.4は、そのうち原発事故との関連が明ら
かであると認められる例（原発関連死）について自治体別の分布を示してい
る。次頁の図1.5をみると、

図1.4と図1.5の違いについて説明

5 p.31　第２段落の6-7行目 岩手・宮城両県では年々減少しているのに対し、 岩手・宮城両県では減少しているのに対し、
宮城県では、2012年から2013年にかけて微増し
ているため

6 p.34　最終行 ストレスと不安を増幅させる結果を ストレスと不安が増幅される結果を

7 p.39　図1.9のタイトル 図1.9　『人間の復興』に向けた… 図1.9　「人間の復興」に向けた…

8 p.40　注35 全国から14,586名の告訴人が 全国から14,716人の告訴人が 追加参加者の人数を加えたもの

9 p.43　主旨の３番 あらゆる被害やリスクを想定して開かれた審査… → あらゆる被害やリスクを想定して、開かれた審査… 読点を追加

10 p.43　主旨の5番 できるだけ公開できるような形で収集・分析・保管・公開すべきであり、 できるだけ公開できるような形で収集・分析・保管すべきであり、 公開が重複していたので2回目を削除

11 p.46　3行目 人々の英知を終結し、 人々の英知を結集し、

12 p.47　主旨の５番の末尾 改善を図る（1-6節も参照）。 改善を図る（1-5節も参照）。 参照箇所の訂正

13 p.47　主旨の７番 国の責任で設置すること。このセンターの…  国の責任で設置する。このセンターの…

14 p.51、1-4-3の本文6行目 公の議論をつくすためのものではない。 公の議論をくみあげようというものではない。 発表後の反応をふまえて表現を修正

15 p.53 実効線量等についてのコラム 別紙の通り、差し替え 表現の正確を期すために差し替え

16 p.57　主旨の２番 一貫性持たせるべき 一貫性を持たせるべき

17 p.58 表1.2　問題点の3 避難区域の指定に当たって住民たちの意見がきかれることはなかった。 避難区域の指定に当たって住民たちの意見が聞かれることはなかった。 これに続く部分との関係で表記をそろえた

18 p.61　表1.3のタイトル 再編後の区域区分 避難区域の区分（2012年再編後）

19 p.67、８行目
いわゆる「森林除染」については、その限界を考慮し、住宅地周辺の森林を対象と
して住環境の空間線量を下げる目的以外では、チェルノブイリの経験をふまえ、計
画を凍結して根本的に見直すべきである。

 いわゆる「森林除染」については、チェルノブイリの経験をふまえ、その限界
を考慮し、住宅地周辺の森林を対象として住環境の空間線量を下げる目的
以外では、計画を凍結して根本的に見直すべきである。

語順の入れ換え

20 p.69　1-6-4の第２段落 原発構内の作業員と異なり 原発構内（オンサイト）の作業員と異なり
その後に出てくるオフサイトとの関係をわかりや
すくした

21
p.84　下から9行目
2-1-3

1号機の水素爆発については、・・・4階でおきたのか（国会事故調での推定）・・・
1号機の水素爆発については、・・・4階でおきたのか（国会事故調での検証の
過程での推定）・・・

1号機水素爆発がどこで起きたのかは、事故調
の最終報告で断定されたことではないので

22 p.94 2-6 の主旨

1．2-3 節で提案した国家規模の〈福島第一原発処理公社〉（以下〈公社〉と略記）
に原発作業員募集採用部門を設置し、･･･公社が派遣先での労働条件を監視し、
労働契約の履行を管理する。
2．公社のもとに作業員教育研修センターを設置し･･･
6．退職後、・・・診断項目などはこの募集採用部門が決定し、責任を持つ。

1．2-3 節で提案した国家規模の〈福島第一原発処理公社〉（以下〈公社〉と略
記）に原発作業員募集採用部門を設置し、･･･〈公社〉が派遣先での労働条件
を監視し、労働契約の履行を管理する。
2．〈公社〉のもとに作業員教育研修センターを設置し･･･
6．退職後、・・・診断項目などは〈公社〉の募集採用部門が決定し、責任を持
つ。

<公社>の<　>書きの形式で統一する。
6．の部分は、意味を明確にするために、<公社>
の、を追記する。

23 p.106　3-2-2 下から6行目 今後の間における10年程度 今後10年程度

24 p.140　4-2の主旨 ３．（４）
（4）その結果、・・・「特定安全設備」について5 年の猶予を認めた。これら規制基
準と一体的に考えるべき地域防災計画が切り離されている。

（4）その結果、・・・「特定安全設備」について5 年の猶予を認めた。
（5) これら規制基準と一体的に考えるべき地域防災計画が切り離されてい
る。

(5)を、別項目としておくべきだった。

25 p151　4－4－2（3）の末尾に追加
また、活断層が見つかっていないところでも大地震は起きている。未知の活
断層による揺れの想定に対しては、新基準でもなお解決はできていない。

既知の活断層の評価と基準地震動に対する記
述のみなので、未知の活断層（震源を特定でき
ない）についても、一言補足する

26 p151、注35） ・・・・の議事録参照。
・・・・の議事録、および、「柏崎刈羽・科学者の会」リーフレットNo.5, pp9-19 参
照。

分かりやすい文献を追加

脱原子力政策大綱　第2版（2014/6/15発行）への修正の明細

脱原子力政策大綱の全体的な主旨などに変更はありませんが、増刷にあたり、以下の通り、追加校正や、表現の改善などの修正を加えた上で、第2版として発行することにしました。
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27 p152　下から13行目

・・・新規制基準では、残余のリスクの概念も記述も立地審査指針も全て抹消され
てしまった。過酷事故は「（地震でも）起こり得る」ことから「（誘因を問わず）起こっ
たら対処」することに変更された。またしても住民には断りもなく、再稼働のため
に、被ばくを前提とする避難計画の作成や避難所の放射線防護工事、被ばく対応
病院の指定などが進められている。そこでも地震・津波との複合災害は想定され
ていない。

・・・新規制基準では、残余のリスクの概念も記述も立地審査指針も全て抹消
され、過酷事故は「（地震でも）起こり得る」ことから「（誘因を問わず）起こった
ら対処」することに変更されてしまった。さらに、住民には断りもなく、再稼働
のために、被ばくを前提とする避難計画の作成や避難所の放射線防護工
事、被ばく対応病院の指定などが進められている。そこでも大地震・大津波と
の複合災害は想定されていない。想定すれば、避難計画などできないはず
だ。

立地指針削除が住民無視のエスカレートである
ことと、新基準が地震複合災害を無視・軽視して
いることを強調

28 p158、説明4行目 2014年3月1日現在、PWR6原発12基、BWR4原発6基である。 2014年3月現在、PWR6原発12基、BWR4原発5基である（→P.138 注7）)。
日付はp138の注7)の記述に合わせ、BWR基数
のご記載を訂正し、また、詳しい説明のある注7)
をここでも引用した

29 169ページ・4－9主旨3行目 適合審査 適合性審査

30 172ページ・コラム14行目 検査のため 検査・補修のため

31 p.179 冒頭1行目 本委員会は、国民合意のもとに、・・・ 原子力市民委員会は、国民合意のもとに、・・・ 正式名称を記す

32 p.181 図5.1 改正「原子損害賠償法」 改正「原子力損害賠償法」 修正もれ

33
p.182　9行目
5-1-3　(2)

検証委員会（〈脱原子力検証委員会〉、〈エネルギー転換検証委員会〉をそれぞれ
置き、・・・

検証委員会（〈脱原子力検証委員会〉、〈エネルギー転換検証委員会〉）をそ
れぞれ置き、・・・

閉じカッコが漏れていたもの。

34 p.183の図 5.2
脱原子力委員会を削除
脱原子力長とその下の組織の関係を明確化

35 p.183 1行目 再エネ普及、 再生可能エネルギー普及、 略記しない

36 p.184 3行目 本委員会は、原発ゼロを選択した・・・ 原子力市民委員会は、原発ゼロを選択した・・・ 正式名称を記す

37 p.190 図5.4 福島原発事故賠償•復興機構 福島原発事故賠償•復興機関 修正もれ

38 p.191　13行目から

「国が前面にたつ」という名目で、事故処理に対して国費が投入されつつある。こ
れも国民への使用負担の押しつけである。要する資金額は、除染に2.5兆円、中
間貯蔵施設に1.1兆円、計3.6兆円に及ぶとされる。これは汚染者負担原則からの
逸脱でもある。

「国が前面にたつ」という名目で、事故処理に対して国費が投入されつつあ
る。これも国民への使用負担の押しつけである。すでに、中間貯蔵施設関連
の1.1兆円は国費によってまかなわれることが決まった。これは汚染者負担原
則からの逸脱でもある。

39
p.191ページ、8行目終わり付近～
11行目まで

また、経営が安定した後に東京電力は特別負担金を支払わなくてはならず、特別
負担金の原資は電気料金ではないとされているものの、事故後、3 年を経過して
も支払われていない。東京電力によって特別負担金が支払われるかどうかは不透
明である。

また、東京電力は特別負担金を支払わなくてはならず、特別負担金の原資は
電気料金ではないとされている。2013年度に初めて特別負担金が支払われ
ることになったものの、その額は271億円にとどまっている。

政策大綱の作成が大詰めの3月28日に支援機
構からの発表があり、2013年度の支払いとして
271億円の特別負担金が決められたので

40
p.193　12行目　5-3-2 (3)　4)の後
に追加

5) 福島第一原発以外の原発は、国有化と共に廃止し、<JNDA>の管理下に
置く。

福島第一以外の原発の処理については本文中
に書かれていなかったが、図5.4の破綻処理(案)
では、国有化し廃止してJNDAへとなっているの
で、本文の記述を追加する。

41 p.193、5-3-3の1行目 原賠法の下であっても、 原賠法は、

42 p.195,5-4-2の18行目 原子力発電会社間 原子力事業者間

43 p.199, 5-5-5の9行目 一定の期限を切り 期限を切り

44 p.201, 11行目 エネルギー需給両面でのエネルギー転換の政策 エネルギー転換政策

45 p.225頁19行目　おわりに 以下のようなのものがある 以下のようなものがある

46 p225 26行目 被ばく最少化の方策検討と提言 被ばく最小化の方策検討と提言

47 p230 1.目的 ・原発社会の構築のために必要な ・脱原発社会の構築のために必要な
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図 1.1　福島第一原発事故によるセシウム汚染の分布
セシウム 134 およびセシウム 137 の合計の沈着量（単位 Bq/m2）。2011 年 4 月から
10 月にかけて実施された 22 都県での文部科学省・航空機モニタリングによる。

福島第一
原子力発電所

Cs-134　及び　Cs137の
合計の沈着量（Bq/㎡）
[2011年11月1日現在の値に換算]

3000k ＜
1000k - 3000k
600k - 1000k
300k - 600k
100k - 300k
60k - 100k
30k - 60k
10k - 30k
≦10k

測定結果が得られていない範囲

凡例

250km

350km

450km

100km

150km
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（‌�文部科学省2011年11月25日報道発表「文部科学省による、愛知県、青森県、石川県、及び福井県の航空機モニタリングの測定結果について」参考2図 http://
radioactivity.nsr.go.jp/ja/contents/5000/4900/24/1910_1125_2.pdfをもとに作成）
都県別の詳細なカラー図版は原子力規制委員会のサイトで公開されている。http://radioactivity.nsr.go.jp/ja/list/258/list-1.html
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コラム

モニタリングポストで測定されているのは、毎時あたりの空気吸収線量Gy（グレイ）であり、

1.0mSv/h＝1mGy/hとして換算された実効線量を空間線量率として表示している。これに対

して福島原発事故以後に福島県内に2700台設置された「リアルタイム線量測定システム」は、

サーベイメーターと同様に、1 cm線量当量率を実効線量とみなして表示するように校正（較正）

されていて、例えば660 kev（Cs-137由来のガンマ線）に対しては1.2mSv/h＝1mGy/hとして

換算された空間線量率を表示している。

可搬型システムが固定型に置き換えられて以後、表示値が下がったとか、線量の低い場所へ

とシステムを移動させたために表示値が下った、などの事件が起きている。モニタリングポスト

やリアルタイム線量測定システムが周辺よりも低い数値を表示しているという指摘が山ほどあ

るが、これはポスト設置時に盛土したり、設置後に周辺だけ除染したりするというずるい工作

があったことが主な原因である。さらに、自己遮蔽が起きるような装置内部の不具合（あるい

は悪意の工作）が原因で低い値を表示していたという事件もあった。

空間線量計や個人線量計（積算線量計）で表示されているのは、1 cm線量当量であり、それ

を実効線量と見なしている。個人線量計には、蛍光ガラス線量計（いわゆるガラスバッジ）、熱

ルミネッセンス線量計（TLD計）、OSL線量計（光刺激線量計）、フィルムバッジ、半導体線量

計（千代田テクノル製Dシャトルなど）などがあるが、いずれもJIS（日本工業規格）に基づい

て1 cm線量当量で校正された値が「実効線量」として表示されている。

個人線量計による表示値が、空間線量計から得られた実効線量（1 cm線量当量）より低くな

る原因の第1は、個人線量計を胸や下腹部に装着した場合、体で遮蔽されているために背中側

から照射されたガンマ線が減衰するためである。水の半価層（線量率が2分の1になる厚さ）が、

Cs-137のガンマ線に対して8.2 cm、Cs-134に対して8.5 cmであり、個人線量計の表示値が空

間線量計から得られる値の70％程度とする複数の報告と符合する。

第2は、個人線量計を一般の人が、まして子供が24時間装着することの難しさに起因してい

る。東京新聞（2013年12月23日）の報道にもあった通り、伊達市が実施した個人線量計装着

調査では、多くの被験者が線量計を外出時に装着せず、家の中に放置されていたのである。

第3は、空間線量率0.23μSv/時（＝μSv/h）が1mSv/年に相当するという以下の計算式で

ある。国内の自然被ばく線量の平均とされる0.04μSv/時を引いた0.19μSv/時をもとにして、

年間の被ばく線量を計算している。

年間被ばく線量1mSv/年≒（空間線量率0.19μSv/時×8（時間）＋空間線量率0.19μSv/時

　　　　　　　　　　　　 ×0.4×16（時間））×365（日）＝998.64μSv/年

屋外8時間、室内16時間という想定や、屋内での低減効果係数0.4はあいまいなものである。

屋外での空間線量率も、場所によって変動する。この計算式によって得られた被ばく線量が、

個人線量計測定値よりも平均的に大きいとすれば（既述の第1、第2要因の寄与を差し引いた

後でも）、この計算式が安全サイドで（すなわち被ばく量に対する警戒を強める側に）設定され

ていたことになる。個人による行動の違い、24時間装着が現実に難しいことなど、様々な変動

要因があるので、あらゆる仮定計算は安全サイドで設定するのが放射線防護の基本である。つ

まり、個人線量計の導入は、推計値を安全サイドに見積もるやり方を放棄するものなのである。

そもそも、個人線量計では測定されない内部被ばく線量を無視して、追加被ばく線量とするの

は間違っている。放射線感受性の個体差も考慮されるべきである。

（大沼淳一）

個人線量計測定値は、なぜ空間線量計測定値より低いのか
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【あ】 
 

圧力バウンダリ ････････････････････  84* 
安心 ･･･････････････････････ 71，73，75 
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